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2C12 環境規制による 技術変化の実証的考察 

0 田村 誠，藤墳裕子 ( 東大総合 ) 

]. はじめに 
v ㎝ d 鋒 Lind 域 l の 5)) も提唱されている。 彼らは、 環境規制 

に 対するイノベーションオフセット ( ㎞㏄Ⅶ hono 田切 の 

環境規制などの 環境政策は、 経済活動や技術変化に 複 可能性を主張している。 P 荻 W  ㏄ d.(1 の 5) らをはじめと 

合的な影響を 及ぼすと考えられる。 環境規制による 生産 して、 ポーター仮説は 経済学の観点からは 否定的な見解 

性や技術への 影響は短期と 長期の視点によって 評価が異 が多いものの、 Go Ⅲ 旺 Ⅰ㎝ d ㌔㎞ eid ㎡ 19 の ) らによって誘 

なる。 短期的にはコスト 要因としてマイナスの 効果が強 発的技術 変ィ Ⅰ㎞ 血 。 dT ㏄㎞ bol0 亜 。 杣 C № nge) を認める動き 

いが、 長期 自 りには環境改善を 通じた生産性の 向上、 研究 も出ている。 このように、 仮説の吋 否 はきわめて実証的 

開発や人的資本の 蓄積などによってプラスの 作用を及ぼ な問題であ る。 

すことも考えられる。 ポーター仮説の 検証には、 研究開発投資や 全要素生産 

それゆえ持続可能な 社会を構築するためには   環境 規 性を主に利用した 実証研究 力 平子なわれている。 J 荻 。 ㎝ d 

制 によって引き 起こされる技術および 経済・社会への 正 P 曲 n 瓠 Ⅰ 銭 7) や浜本 (1 の 7) は、 汚染削減費用 田 oUu は on 

負 双方の効果を 考慮し、 環境保全へのインセンティブ 作 Aba 回 nentCostS ㎝ dExpendi 抽 ℡ PACE) あ るいは公害防止 

りを目指していくことが 重要であ る。 はたして環境規制 投資額を環境規制の 強度を示す 7% 里 変数とした計量分析 

の 実施によって 生産性の向ヒ や 技術革新が促進されるの によって、 環境規制力潮先開発支出全体を 押し上げる可 

か、 そして仮に促進されるとすれば 持続可能な社会の 構 能性を示唆した。 また浜本 <1 の 8) は全要素生産性の 成長 

築 にはどのような 条件が必要であ るのだろうか。 これら 率と環境規制との 関係を分析し、 日本の製造業は 環境規 

の問題設定に 答えるべく、 本稿は環境規制と 技術変化の 制によって生産性上昇率が 低下したが、 この規制による 

相互関係について 議論する。 影響は研究開発活動を 通じた生産性上昇率の 増加によっ 

て回復しえたと 結論付けている。 ただし、 これらの先行 

2. 先行研究 
研究では推計されたパラメータの 符号条件などの 統計的 

有意性に依存した 議論になってしまい、 環境規制がない 

環境規制の実施に 伴う技術変化や 生産性向上に 関する ケースとの比較や「環境規制づ 研究開発 づ 技術革新によ 

先行研究は、 環境保護のための 技術的側面に 焦点を当て る生産性の向上」といった 因果関係への 理論的な説明が 

た 分析や、 個別の産業を 対象とする分析と 産業部門全体 乏しいと れ える。 また、 規制強度の指標として 用いられ 

を 包括的に扱 う 分析などが行なわれてきている。 ている汚染削減費用が 現実の環境・ 規制コストを 反映し 

Jo 培 en 蜘 n ㎝ d Ⅵ lcoxen(l の 0) は環境規制による 汚染コン ているかどうかについても 議論が分かれる (Grmy ㎝ d 

トロールの費用とアメリカの 経済成長との 関係を検証し   S ぬ曲 。 甲州 1W8) など ) 。 以上のように、 環境規制と技術 

環境規制が生産性にマイナスの 影響を及ぼすと 試算して 変化、 生産性に関する 議論は確定的な 見解を示されるほ 

いる。 また BeU 村 lW8) は、 1970 年と 1977 年 - の CIeanA 廿 どの研究蓄積がなれのが 現状であ る。 

Act の 前 環境基準によるアメリカの 石炭火力発電の 脱硫 

コストを試算したが、 規制枠組みによって 技術変化が起 

こったという 有力な証拠は 見られなかったと 述べている。 
3. 分析の枠組み 

これらの先行研究から 分かるよ う に 、   円 受 に環境規制は 3 Ⅱ． 概要 

生産性や経済成長に 対してコスト 要因になるなどのマイ 一般に、 技術変化のき 桟 Ⅰには計量経済学的手法が 用い 

ナス影響を及ぼすと 考えられている。 られる。 このとき、 技術 変ィ Ⅸあ るいは生産性 ) の指標と 

その - 方で、 環境規制が企業の 技術開発を刺激し 生産 して新古典派成長論における 成長会計から 派生した 全要 

性を高めるというポーター 仮菰 Po 血屯労 1) 、 Por 何 %d  素生産性が用いられることが 多い。 しかしながら． 全要 
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素生産性で測定される 技術変化は様々な 要因が含まれる 

広範な概念であ り、 環境規制との 相互関係が 暖昧 になる 

という問題が 存在する。 多くの場合この 種の推計は、 ミ 

クロ経済学的基礎が 脆弱であ るという難点があ る。 

そこで、 本稿ではまずミクロ 経済学理論に 基づいた 技 

術 変化の効果について 議論する。 そして、 実際に日本の 

1970 年代を対象事例として、 環境規制と技術変化、 生産 

性に関する実証的分析を 行なう。 当時の日本は 石油危機 

や公害問題などを 背景に、 先進諸国の中でも 相対的に厳 

しい環境規制下にあ ったにもかかわらず、 比較的高い生 

産 性を維持したと 言われている。 さらに、 現在導入が検 

討されている 炭素 税 のような環境対策の 経済的手法の 有 

効性を検討するという 観点からも、 エネルギー資源をは 

じめとする物価の 高騰を経験した 当時の技術変化を 把握 

することは有用だと 思われる。 こうした分析によって 、 

環境規制に伴う 各要素の技術変化や 生産性との関係を 観 

察することが 可能になると 考えられる。 

通常、 経済学において 環境規制の強 ィ改 緩和 ) は価格 L 

昇 < 低下 ) として扱われることが 多い。 本稿においても 基 

本的にはこのような 観点を踏襲している、 ただし、 環境 

規制が直接技術変化に 関係している 可能性を否定するも 

のでほない。 

3.2.  経済モデルにおける 技術変化 

本稿で検討する 技術変化の分析枠組およびその 手法を 

理論的に整理する。 経済モデルにおける 技術変化は、 一 

般に投入係数の 変化に反映される。 その投入係数の 変化 

は 1) 価耐鰍 代替効果・ m) 技術変化の形式、 3 偶数型の選 批 代 

替弾力性の値 ) 、 等によって表現される。 

産業連関表による 分析 

はじめに簡単化のため、 表 1 のような産業連関表の 形 

式を用いて議論する。 産業連関分析については、 宮沢 

(2 ㏄ 2) 等を参照されたい。 

表 1 産業連関表 ( 物量 表 ) 

  
        

1  ズ 7 人ク /@)  ズ 7 スⅠ 72)  Fl 拓 

2  Ⅹ 2/( 仰 2@)  エソス d22)  F2 Ⅹ ， 

K  ズ K@( 仰 lKl))  Ⅹ K メリ は )   

I,  X,, ね拐 沖ソ 仏カ   

  あ Ⅹ   ， 

で 表される。 

Ⅹ ，り 二ロ (i 司 ， 2,K,L. ジ目 ， 2) ( Ⅰ ) 

①式から分かるよ う に、 いわゆる産業連関分析では 投 

入係数は固定的であ る。 つまり、 相対価格とは 独立に生 

産要素の投入比率が 決定されることになる。 

コブ・ダバラス、 CES 型経済 

一方、 新古典派的な 生産関数では 生産要素間に 代替関 

係を仮定している。 まず、 コブ・ダバラス 型経済を仮定し 

た場合を考察する。 すな ね ち、 産業 1 、 2 および最終需要 

主体が全てコブ・ダバラス 型生産関数、 効用関数で記述さ 

れるとする。 すると、 各主体の最適化条件から (2 成の需 

要関数が導かれる。 

タ，ズリ     
0 り 

(2) 
フノ X ノ 

産業連関分析においては (1) 式のように相対価格と 独 

立に投入係数が 決定されるが、 (2) 式で表されるようにコ 

ブ・ダバラス 型経済では相対価格の 変化が新たな 投入係 

数要素需要 ) の値に影響を 及ぼす。 

本稿では産業連関表や 現実の価格データなどを 用いて 

複数時点の投入係数および 相対価格の変化から 潜在的な 

技術変化を求める。 均衡状態にあ る ニ 時点データを 利用 

して、 投入係数の形式で 表される見かけ 上の技術変化を、 

価格代替効果と 潜在的な技術 変ィヒ ( 正味の技術変化 ) の 効 

果 に分けて計測する。 

基準年の均衡状態から、 次期の新しい 均衡状態におい 

て人で表される 技術変化が起こると 仮定するとき W3) 式 

が成立する。 

  
(3 Ⅰ   

(3) 式は、 新しい均衡状態における 投入係数とみなすこ 

とができる。 複数時点の均衡データが 存在する場合、 各々 

の投入係数は 計算可能であ る。 さらに、 価格データを 利 

用することによって 入を求めることができる。 

技術係数入は、 価格代替効果とともに 投入比率の変化 

を捉えることになる。 (4) 式から、 投入係数の変化は 技 

術 係数人の変化と 価格代替効果の 二つの要因に 分けて考 

えることができる。 

    (4 Ⅰ 
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㈲式から人の 変化率は投入係数の 変化率から価格代 

替効果を差し 引いたものだと 分かる。 入は要素偏向型技 

術変化を表すパラメータと 考えられる。 (4, 拭の左辺が 

Ⅰ以上のとき ( 人が 1 より大きいとき ) 、 価申鰍 代替効果で説 

明される以上に 投入要素比率が 増大しているといえる。 

人が 1 未満のときは 価格代替効果で 予想される以上に 投 

入要素比率が 減少していることになる。 したがって 、 人 

㍉のときは要素促進型技術変化、 ( ㏄ ) 入目のときには 要 

素節約型技術変化と 定義する。 

本稿の分析概俳は 図 1 にまとめられる。 基準の均衡 状 

態 ( 片のから新しい 均衡状態 ( 可 「 へ 推移した時に 観察さ 

れる投入係数の 変化を、 価十 和犬 替 効果と技術係数人で 説 

明している。 

次に、 関数型を変更した 場合を検討する。 コブ・ダバラ 

ス型関数では 要素間の代替弾か 性 0 が 1 であ る。 

CES(Co Ⅸ面 ntE 休 tlc 町 ofSubstitutlon 理 関数は、 このコブ・ 

ダグラス型関数での 代替弾力性 0 が 1 という制約条件を 

緩めたより柔軟な 関数型であ る。 特に 0 弍のときはレ 

オンチェフ 型 ． 0=1 のときはコブ・ダバラス 型関数と     - 

致する。 CES 型関数においてもコブ・ダバラス 型関数と 

同様に各主体の 競争条件 ド における最適化を 仮定すると 

(5) 式が成り立つ。 

    く 5) 

コブ・ダバラス 型経済のときと 同様に、 (5 広で示され 

る基準年の均衡状態から 次期の均衡時点において 入で表 

される技術変化が 起こると仮定すると 刮 6) 式が成り立 

つ。 

    (6) 

コブ・ダバラス 型経済において 人ノ 1 であ るときでも、 

CES 型経済で代替弾力性 0 の値が変化した 場合には、 価 

格代替効果が 及ぼす影響の 程度も変化するため 入と 1 と 

の大小関係が 変化する。 ただし CES 型経済では、 コブ・ 

ダグラス型経済の 03h 式 と比べ代替弾力性 0 の自由度が 

増す代わりに、 (6) 式から入を求める 場合には別の 制約条 

件を追加する 必要があ る。 

4, 環境規制と技術変化の 計測 

前節の議論に 基づき、 実際に日本の 1970 年代における 

価 ヰ割代替効果と 技術変化の効果を 計測する。 このデータ 

には 1973 年と 1979 年の二度にわたる 石油危機の影響が 

反映されていると 考えられる。 ここでは、 1970 年を第 1 

撒 基準年 ) の均衡状態、 1980 年を第 2 脚次期 ) の均衡状 

態とみなしている。 

データの作成方法は 以下の通りであ る ( 奥島 ・後藤 

(2 ㏄ 切 。 産業連関表は、 総務庁 編 「昭和 45-5 ひ 55 年接続 

産業連関表」を 利用した。 当時のエネルギ 一部門への影 

響を把握するため、 石炭、 石油、 電 九 ガスに分類して 

扱っている。 価格データの 作成 は 、 エネルギー 財 価格に 

ついては日本ま 賭千 「卸売物価指数」を、 各産業の財価格 

ほ ついては経済企画庁「国民経済計算」のデフレータを 

用いて算出した。 資本価格と労働価格は、 伊藤・室田 

(1984) に基づいて算出している。 経済モデルでは、 政策 

等の外的ショックによる 相対価格の変化が 重要であ るた 

め、 基準年の均衡価格を 全て 1 と 置くことが多い。 ここ 

では、 基準年であ る 1970 年価格を 1 として、 次期の均衡 

状態であ る 1980 年データの価格を 捉えている。 

以 L の ヂ 一夕を利用して、 コブ・ダバラス 型経済におけ 

る技術係数人を 言が 貝 Ⅱしたのが図 2 であ る。 各列は各産 

業部門が生産する 財を示している。 

図 2 によると、 例えば石油・ 石油製品の行方向の 人は 

軒並み 1 を 超えていることが 観察される。 これはどのよ 

うな解釈が可能だろうか。 石油危機によって 1970 年から 

1980 年まで石油・ 石油製品の価格は 約 5.7 倍になってお 

り、 他の財に比べ 2 倍前後の値上がり 率を記録している。 

そのため価格代替効果により 要素 投 人は減少すると 予想 

される。 しかし、 八 % であ るということは 価格代替効果 

で説明されるほどには 要素投入比率が 減少していないと 

いうことを意味する。 これは   : つの解釈が可能であ る。 

- つは、 人の値で表されるような 要素促進型技術変化が 

起こっている。 そしてもう - つに は、 価 ヰ材代替がコブ・ 

ダグラス型関数で 仮定しているほどには 起こらなかった 

と考えられる。 

関数型を変化させて、 これらの計測結果を 再検討して 

おこう。 CES 型経済は、 代替弾力性 0 を変化させること 

が 可能であ る。 そこ同 6) 式を用いて代替弾力性が 変化し 

た場合を考える。 前述したよ う に、 コブ・ダバラス 型経済 

を仮定したとき 石油・石油製品の 人は 1 を 超えていた。 

CES 型経済において 0 が概ね 0 ． 8 より小さいと 仮定した 

ときには、 石油・石油製品に 関する人の値も 各部門でⅠ 

をド 回ることが計算された。 

以 」 : のように室町 1984) や 待油 1 の 4) などの計量経済 

学約手法を補完するように、 本 モデルは経済構造の 変化 

の要因についてより 厳密な分析が 可能になる。 例えば、 
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1) 代替弾力性 0 を外生的に与えた 場合の入を求める、 2) 

利方向の入を 全て同一とした 時 ( プロセス革新 ) の 0 を求 

める、 3) 行方向の入を 全て同 -. とした 嚥 プロダクト革新 ) 

の 0 を求める、 といった発展が 考えられる。 

5.  結語 

本稿は、 環境政策と技術変化に 関する経済学的考察を 

行なった。 そして、 実際に日本の 1970 年代を対象として 

価格代替効果と 要素偏向型技術変化の 効果に分けて 投千， ぽ 

変化を計測した。 このき セほ lj により、 要素促進型技術変化 

と 要素節約型技術変化といった 技術変化のタイプを 観察 

することができた。 また、 関数型を変化させることによ 

って代替弾力性と 技術 変ィヒ との関係についても 考察した。 

現在、 炭素税などの 環境政策を検討しているわが 国に 

とって過去のデータを 用いた実証分析を 行なうことが 必 

要 不可欠であ るという問題意識から、 本稿は以上のよう 

な新しいアプローチを 石油危機 期 に適用した。 将来的に 

適切な環境政策を 構築するために 理論的側面と 実証的側 

面の双方から、 今後もこうした 研究を継続して 環境政策 

と技術変化に 関する複雑な 相互作用を考察していくこと 

が 求められる。 

均衡状態 新 」       均衡状態   
    

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
A 入 Ⅴ 入リ 

力げノ巧 ) 07pl) 

図 1 分析の概念図 図 21970-1980 年における技術係数 ( コプ ・ダグラス型経済 ) 
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